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1. 序序論論 
近年，気候変動の影響による沿岸域の浸水リスクの増

加が懸念されている．わが国では，南海トラフ地震に伴

い発生する津波により甚大な被害が出ることが予測さ

れている．南海トラフ地震は周期的に発生するため，前

回地震からの経過時間により切迫性が高まる．本研究で

対象とする徳島沿岸では，最大クラスの南海トラフ地震

で発生する津波により浸水することが想定されている

が，海面上昇の影響は考慮されていないため，過小評価

の可能性がある．一方で，後背地の人口資産は将来的に

減少することが予測されているため，暴露の影響も考慮

したリスク評価が必要となる．本研究では，Brownian 

Passage Time分布（以下，BPT分布）による地震の発生

確率，海面上昇，人口変動を考慮した徳島市および小松

島市における津波の時間依存リスクを明らかにする． 

 

2. 研研究究手手法法 
(1) 使使用用デデーータタ 
海面上昇量の予測値には，IPCC AR6で用いられる海

面上昇量のデータセットである IPCC AR6 Sea Level 

Projections [1]を用いる．図図 1に SSPシナリオごとの 2020

年から 2100年の海面上昇量予測値の推移を示す． 

人口推計データについては，国立環境研究所日本版

SSP 開発チームが作成した日本版 SSP メッシュ別人口

シナリオ第 2版 [2]を用いる．図図 2に徳島市と小松島市

のシナリオごとの人口推移を示す． 

 

(2) 津津波波シシミミュュレレーーシショョンン 
津波シミュレーションには，非線形長波方程式に基づ

く数値モデルである JAGURSを使用する．Godaら [3]

の手法で生成した確率的断層モデルを津波初期水位に

換算することで計算する．計算は，2020年，SSP1-2.6の

2060年と 2100年，SSP5-8.5の 2060年と 2100年の計 5

つの条件で行う．各気候条件に対して，Mw8.0～9.1 の

12 段階で各 100 通りの津波シミュレーションを行う．

津波の初期水位は H.W.L.（T.P.+0.905 m）に海面上昇量

を加えた値とする． 
 

(3) 地地震震発発生生確確率率ととMw頻頻度度のの考考慮慮 
南海トラフ地震の年発生確率を考慮するために，BPT

分布を用いる．前回イベント終了時から評価時点まで地

震が発生しなかった確率を考慮するため，確率密度分布

を修正した修正 BPT 分布を用いる．修正方法について

は Goda [4]に従う． 

Mw の発生頻度の考慮には Gutenberg–Richter 則（以

下，GR則）を用いる．Mwを±0.05の幅を持つ区間と

して扱うため，GR則に基づき対象の区間の面積と全体

の面積比を求め，その値を発生頻度とする． 
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図図 1 シナリオごとの海面上昇量予測値 

 

  

(a) 徳島市 (b) 小松島市 

図図 2 徳島市と小松島市のシナリオごとの人口推移 
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3. 結結果果 
図図 3 に徳島市と小松島市の浸水面積のリスクカーブ

を示す．徳島市のリスクカーブをみると，各シナリオの

同じ超過確率における浸水面積の差がほとんど一定で

推移している．浸水面積は常に 2020 年が最も小さく

SSP5-8.5の 2100年が最も大きい．小松島市のリスクカ

ーブをみると，超過確率が高い部分では徳島市と同様に

2020 年が小さく SSP5-8.5 の 2100 年が大きい傾向を示

すが，最終的にはすべてのシナリオが浸水面積約 30 km2

に収束する． 

発生確率の上昇と海面上昇の浸水面積に及ぼす影響

を比較する．発生確率の上昇によるシナリオ間の差は微

小であり，浸水面積に及ぼす影響は非常に小さい．一方

で海面上昇の影響をみると，リスクカーブの開始地点で

海面上昇による浸水面積の差が顕著に表れており，海面

上昇量の大きいシナリオほど浸水面積が大きい．したが

って，浸水面積の拡大に及ぼす影響は，発生確率の上昇

よりも海面上昇が大きいといえる． 

図図 4 に徳島市と小松島市の津波浸水による影響人口

のリスクカーブを示す．徳島市のリスクカーブは超過確

率によって最も影響人口が多いシナリオが異なり，100

年確率では SSP5-8.5の 2100年が最も多いが，1000年確

率では 2020年が最も多い．一方，小松島市のリスクカ

ーブをみると，徳島市と異なり 100 年確率以下は常に

2020年の影響人口が最も多い． 

両市の影響人口のリスクカーブをみると，超過確率が

小さくなるにつれて，海面上昇量が大きい 2100年より

人口が多い 2020年の影響人口が多くなる．したがって，

影響人口に及ぼす影響は，発生確率の上昇や海面上昇と

比較し，人口減少が最も大きいといえる． 

 

4. 結結論論 
津波リスクの時間依存性を明らかにするため，徳島県

徳島市と小松島市を対象にリスクカーブを作成した結

果，浸水面積と影響人口のリスクカーブは両市で異なる

傾向を示した．徳島市の影響人口は 100年，500年，1000

年確率で最も多いシナリオが異なり，小松島市は共通し

て 2020年が多くなったことから，人口規模や人口推移

の違いが，影響人口のリスクカーブ傾向に大きな影響を

与えることを明らかにした．また，長期間大地震が発生

しないことによる発生確率の上昇よりも，人口の変化お

よび海面上昇の方が影響人口リスクに対して鋭敏な感

度を示した． 
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(a) 徳島市 (b) 小松島市 

 
図図 3 浸水面積のリスクカーブ（凡例のカッコ内の数字 

は海面上昇量を表す） 

 

  
(a) 徳島市 (b) 小松島市 

図図 4 影響人口のリスクカーブ（凡例は図図 3と同じ） 
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